
中 間 貸 借 対 照 表

前事業年度の要約貸借対照表
（平成１３年２月２０日現在）

当中間会計期間末
（平成１３年８月２０日現在）

前中間会計期間末
（平成１２年８月２０日現在）

期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額構成比金　　　 額

　

１６．０

６１．２

３．２

１９．６

８４．０

１００．０

　

　

８，１０１

－

６８４

１５０

７，９９０

５４２

１，９８５

△　　 ５

　

１７．１

６０．１

３．２

１９．６

８２．９

１００．０

　

　

９，９７１

－

５９４

１４９

７，６３６

６６７

１，９６５

△　　 ３

　

１８．７

６０．２

３．０

１８．１

８１．３

１００．０

　

　

１１，８５３

１０

７７０

１５０

８，０９１

－

１，９９５

△　　 ５

（資　産　の　部）

�　流　動　資　産

　１．  現 金 及 び 預 金

　２．  受 取 手 形

　３．  売 掛 金

　４．  有 価 証 券

　５．  た な 卸 資 産

　６．  繰 延 税 金 資 産

　７．  そ の 他

　　　 貸 倒 引 当 金

  流 動 資 産 合 計

�　固　定　資　産

　（１）　 有 形 固 定 資 産

 １．  建 物

 ２．  土 地

 ３．  建 設 仮 勘 定

 ４．  そ の 他

  有形固定資産合計

　（２）　 無 形 固 定 資 産

　（３）　 投資その他の資産

 １．  投 資 有 価 証 券

 ２．  長 期 貸 付 金

 ３．  差 入 保 証 金

 ４．  店舗賃借仮勘定

 ５．  そ の 他

   貸 倒 引 当 金

  投資その他の資産合計

  固 定 資 産 合 計

 資 産 合 計

１９，４４８

４２，５０９

２４，６８４

１，０１８

６，１５７

２０，９８２

４２，０２８

２４，６７８

１，１２３

５，８３３

２２，８６６

４１，８８６

２４，７１１

１，１４６

６，０２９

７４，３７０

３，９２３

４，５６７

５００

１６，３０３

３５

２，３７０

△　　３９

７３，６６４

３，８４４

４，２５８

５００

１６，１６２

６１

３，１８０

△　　７９

７３，７７３

３，７４１

４，２７０

６

１４，３４３

１，１８７

２，３６３

△　　３９

２３，７３７２４，０８４２２，１３２

１０２，０３０１０１，５９２９９，６４８

１２１，４７９１２２，５７４１２２，５１５

（単位　百万円）

％ ％ ％

－ ２０ －



前事業年度の要約貸借対照表
（平成１３年２月２０日現在）

当中間会計期間末
（平成１３年８月２０日現在）

前中間会計期間末
（平成１２年８月２０日現在）

期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額構成比金　　　 額

　

３５．７

１７．１

５２．７

１１．６

１１．６

１．０

２３．１

－

４７．３

１００．０

　

　９，２１８

１８，１２０

４，６０４

９３１

１０，４６７

　

３７．６

１６．３

５３．９

１１．５

１１．５

１．１

２２．０

０．０

４６．１

１００．０

　

　

１１，１０３

１９，２８０

４，６８２

５３１

１０，５３８

　

３７．２

１５．９

５３．１

１１．５

１１．４

１．０

２３．０

－

４６．９

１００．０

１１，３３６

１７，５２０

４，１３５

５２３

１２，０１５

（負　債　の　部）

�　流　動　負　債

　１．  買 掛 金

　２．  短 期 借 入 金

　３．  １年以内返済予定長期借入金

　４．  未 払 法 人 税 等

　５．  そ の 他

  流 動 負 債 合 計

�　固　定　負　債

　１．  長 期 借 入 金

　２．  繰 延 税 金 負 債

　３．  退 職 給 与 引 当 金

　４．  退 職 給 付 引 当 金

　５．役員退職慰労引当金

　６．  預 り 保 証 金

  固 定 負 債 合 計

 負 債 合 計

（資　本　の　部）

�  資 本 金

�  資 本 準 備 金

�  利 益 準 備 金

�　その他の剰余金

　１．  任 意 積 立 金

　２．中間（当期）未処分利益

 その他の剰余金合計

�　その他有価証券評価差額金

 資 本 合 計

 負 債 及 び 資 本 合 計

４３，３４２

１１，４８１

７０１

１８２

－

２７１

８，０８９

４６，１３７

１０，１０８

７６

－

１，７２１

２７５

７，７７３

４５，５３０

１２，３０５

－

１９０

－

２８２

６，７４８

２０，７２７１９，９５５１９，５２６

６４，０６９６６，０９２６５，０５６

　

１４，１１７

１４，０２７

１，２６８

２２，９４９

５，０４５

　

１４，１１７

１４，０２７

１，３１４

２２，９９１

３，９７５

　

１４，１１７

１４，０２７

１，２２３

２３，８４４

４，２４５

２７，９９５

－

２６，９６７

５４

２８，０８９

－

５７，４０９５６，４８２５７，４５８

１２１，４７９１２２，５７４１２２，５１５

（単位　百万円）

％ ％ ％

－ ２１ －



中 間 損 益 計 算 書

前事業年度の要約損益計算書
自　平成１２年２月２１日（ ）至　平成１３年２月２０日

当 中 間 会 計 期 間
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１３年８月２０日

前 中 間 会 計 期 間
自　平成１２年２月２１日（ ）至　平成１２年８月２０日

期　別　

　科　目 百分比金　　　 額百分比金　　　 額百分比金　　　 額

１００．０

７４．４

２５．６

２．７

２８．３

２６．７

１．６

０．３

０．４

１．５

０．０

０．３

１．２

０．６

△　０．０

０．６

２０１，７１８

１５０，０４６

１００．０

７４．３

２５．７

２．８

２８．５

２６．７

１．８

０．４

０．５

１．７

０．０

２．４

△　０．７

０．５

△　０．８

△　０．４

１０２，９８６

７６，５５５

１００．０

７４．５

２５．５

２．５

２８．０

２６．６

１．４

０．５

０．４

１．５

０．０

０．４

１．１

０．６

－

０．５

９９，１７１

７３，８９５

�  売 上 高

�  売 上 原 価

  売 上 総 利 益

�  営 業 収 入

  営 業 総 利 益

�  販売費及び一般管理費

  営 業 利 益

�  営 業 外 収 益

　  受 取 利 息

　  受 取 配 当 金

　  そ の 他

�  営 業 外 費 用

　  支 払 利 息

　  そ の 他

　  経 常 利 益

�  特 別 利 益

　  固 定 資 産 売 却 益

　  そ の 他

�  特 別 損 失

　  固 定 資 産 除 却 損

　  そ の 他

  税引前中間（当期）純利益又は税引前中間純損失（△）
  法人税、住民税及び事業税

  法 人 税 等 調 整 額

  中間（当期）純利益又は中間純損失（△）

  前 期 繰 越 利 益

  過年度税効果調整額

  税効果会計適用に伴う圧縮記帳積立金取崩額

  　税効果会計適用に伴う特別償却準備金取崩額

　　　 利益による自己株式消却額

  中 間 配 当 額

  中間配当に伴う利益準備金積立額

  中間（当期）未処分利益

５１，６７１

５，３８３

２６，４３１

２，８３１

２５，２７５

２，５００

５７，０５５

５３，８７７

２９，２６２

２７，４５８

２７，７７６

２６，３８１

３，１７７

７３７

３３

２７

６７５

８４５

５９５

２５０

１，８０４

４４０

１３

１２

４１４

５０４

２８７

２１７

１，３９４

５２７

１２

１６

４９８

４３６

２９３

１４２

３，０６９

１７０

１６

１５３

７００

２６７

４３３

１，７４０

３０

８

２１

２，５４０

２１４

２，３２６

１，４８６

１０

９

１

３７３

１３４

２３９

２，５３８

１，３６２

△　１２１

△　７７０

５４３

△　７８９

１，１２２

５７２

－

１，２９８

３，８５０

△　２８０

８１９

７５

２１８

４５３

４５

△　５２３

４，４９９

－

－

－

－

－

－

５５０

３，８５０

－

－

－

１５５

－

－

５，０４５３，９７５４，２４５

（単位　百万円）

％ ％ ％

－ ２２ －



１．資産の評価基準及び評価方法

　（１）　たな卸資産

　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に基

づく原価法によっております。

　（２）　有価証券

　（イ）満期保有目的債券　　　　　償却原価法

　（ロ）その他有価証券

　　　　時価のあるもの　　　　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　　時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

　法人税法の規定に基づく定率法によっております。但し、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、

平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。

（２）　無形固定資産及び長期前払費用

　法人税法の規定に基づく定額法によっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）　貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（２，７６６百万円）については１年で費用処理することとしており、当中

間会計期間においてはその２分の１を特別損失に計上しております。

（３）　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

－ ２３ －

中間財務諸表作成の基本となる事項



－ ２４ －

追　加　情　報

１．退職給付会計

　当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と

比較して、退職給付費用が１，４３４百万円増加し、経常利益は１４７百万円減少し、税引前中間純損失は

１，４３４百万円増加しております。

　また、退職給与引当金は退職給付引当金に含めて表示しております。

２．金融商品会計

　金融商品については、当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１月２２日））を適用しております。この結果、従来の

方法によった場合と比較して、税引前中間純損失は５３百万円減少しております。

　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、売買目的有価証券及び１年以内に満期の

到来する有価証券は流動資産の有価証券として、それら以外のものは投資有価証券として表示してお

ります。



－ ２５ －

注　記　事　項

（中間貸借対照表関係）

（単位：百万円）
前事業年度末当中間会計期間末前中間会計期間末項　　　　　　　　　　　目

４６，５７９４８，３０５４４，０６７（１）　 有形固定資産の減価償却累計額

５，４１９５，４６６５，１８８（２）　 保 証 債 務

１　
－　

１，８４４株
－株

５　
９２８　

４，５１４株
７６６，０００株

３　
－　

４，３００株
－株

（３）　 自 己 株 式
　　貸借対照表計上額
　　　　流動資産の「その他」
　　　　投資その他の資産の「その他」
　　株式の数
　　　　流動資産の「その他」
　　　　投資その他の資産の「その他」

（中間損益計算書関係）

（単位：百万円）
前事業年度当中間会計期間前中間会計期間項　　　　　　　　　　　目

０
１５２

１
２０

１
－

（１）　特別利益「その他」の内訳
 貸 倒 引 当 金 戻 入 額
 賃 貸 契 約 解 約 金

－
２１７
－
１７９
３６
－

１，３８３
４５１
３８５
－
０
４６

－
１１３
－
８７
３６
－

（２）　特別損失「その他」の主な内訳
 退職給付会計基準変更時差異
 投 資 有 価 証 券 評 価 損
 賞与支給対象期間の変更に伴う損失
 厚生年金基金過去勤務費用掛金
 固 定 資 産 売 却 損
 賃 借 契 約 解 約 損



－ ２６ －

（リース取引関係）

前事業年度当中間会計期間前中間会計期間

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末
残高相当額

 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 期 末 残 高 相 当 額

（2）未経過リース料期末残高相当
額

１　年　内 　　２，３４５百万円
１　年　超 　　４，６９７百万円
１合年計超 　　７，０４２百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

　　　支払リース料　２，３４２百万円
　　　減価償却費相当額　２，１４８百万円
　　　支払利息相当額　　１９４百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

（５）利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 中間期末残高相当額

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額

１　年　内 　　２，３７５百万円
１　年　超 　　４，８１２百万円
１合年計超 　　７，１８８百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

　　　支払リース料　１，３３５百万円
　　　減価償却費相当額　１，２２９百万円
　　　支払利息相当額　　　９５百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

（５）利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 中間期末残高相当額
　

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額

１　年　内 　　２，１８５百万円
１　年　超 　　４，９９６百万円
１合年計超 　　７，１８１百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

　　　支払リース料　１，１１２百万円
　　　減価償却費相当額　１，０２３百万円
　　　支払利息相当額　　　９４百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

（５）利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法に
よっております。

合 計器具及び備品機械及び装置
１２，１６４百万円
５，２８１　　　

９，７９９百万円
４，０３１　　　

２，３６５百万円
１，２４９　　　　

６，８８３　　　５，７６８　　　　１，１１５　　　　

合 計器具及び備品機械及び装置
１４，０５０百万円
７，１２６　　　

１１，４９６百万円
５，４９３　　　

２，５５３百万円
１，６３３　　　　

６，９２３　　　６，００３　　　９２０　　

合 計器具及び備品機械及び装置
１３，１２５百万円
６，３６４　　　

１０，７０７百万円
４，９３２　　　

２，４１８百万円
１，４３１　　　　

６，７６１　　　５，７７４　　　９８７　　



有価証券の時価等

－ ２７ －

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益

前中間会計期間末（平成１２年８月２０日現在）
種　　　　　　　　　　 類

評　価　損　益時　　　　　価中間貸借対照表計上額

２

－　

－　

６

－　

－　

４

－　

－　

流動資産に属するもの

  株 式

  債 券

  そ の 他

２６４  小 計

１００

－　

△　　　１

１，３６７

－　

１９８

１，２６７

－　

１９９

固定資産に属するもの

  株 式

  債 券

  そ の 他

９８１，５６６１，４６７  小 計

１０１１，５７２１，４７１  合 計

（注）

前中間会計期間末（平成１２年８月２０日現在）

１．　時価（時価相当額を含む）の算定方法
　　（1）　上 場 有 価 証 券

　主に東京証券取引所及び大阪証券取引所の最終価格であります。
　　（2）　店頭売買有価証券

　日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。
　　（3）　非上場の証券投資信託の受益証券

　基準価格であります。
２．　流動資産に属する株式には、自己株式を含んで表示しており、その評価損益は０百万円であり

ます。
　　　なお、固定資産に属する株式には、自己株式は含まれておりません。
３．　開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額

（流動資産）
　　　割引金融債 １４９百万円
（固定資産）
　　　店頭売買株式を除く ２，８０３百万円　　　非　上　場　株　式

（うち関係会社株式） （２，４２８百万円）

※当中間連結会計期間については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。
　前中間会計期間（自平成１２年２月２１日　至平成１２年８月２０日）
　該当事項はありません。

※　当中間連結会計期間については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

（前中間会計期間）

（単位：百万円）


